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教員養成フラッグシップ大学構想調書 

 

テーマ：GIGAスクールに精通した教師力の高い教員の養成を目指して 

―ICT教育先進地域上越からの発信― 

 

１．構想の全体像 

この教員養成フラッグシップ大学構想（以下「本構想」という。）は、上越教育大学（以下「本学」

という。）がこれまで取り組んできた教師力向上のためのカリキュラムを一層充実させるとともに、学

部に「GIGAスクール対応科目」を、教職大学院に「GIGAスクール対応領域」を新たに導入することに

より、GIGAスクールに精通した『令和の日本型学校教育』を担う教師力の高い教員を養成しようとす

るものである。 

本学では、これまで学校教育学部（初等教育教員養成課程）において、初等中等教育教員の養成に

努めてきたところであり、上越地域の教育委員会や学校現場（130 校（令和３年度））との協働の下、

１年次から４年次まで、小学校教員免許取得に必要な７単位を上回る 10 単位もの教育実践に関する

科目を履修させるなど、開学当初から教育実践力の育成に力点を置いてきた。その成果は、第３期中

期目標期間の毎年度 80％を超える高い教員就職率に表れている。 

さらに、第３期中期目標期間に、主体的・対話的で深い学びを実現する授業づくりのできる教員の

養成を進めるとともに、教職大学院の学校実習を地域で支える体制を整備することを目的として、本

学が所在する上越市及び隣接する妙高市、糸魚川市、柏崎市（以下「上越地域」という。）の教育委員

会と校長会との協働による「学校実習コンソーシアム上越」を立ち上げた。また、附属学校を含めた

上越地域の各学校では以前より ICT 教育に力を入れ、ICT 教育先進地域となっている。このため、新

型コロナウイルス感染症が流行する中、附属学校と連携した授業はもとより教育実習をも実施し、教

員養成の在り方の変化に対応するための基盤を整備してきた。 

 こうした実績を基に、第４期中期目標期間においては、「Society5.0 時代に対応した教員養成を先

導する教員養成フラッグシップ大学の在り方について（最終報告）」（令和２年１月 23日中央教育審議

会初等中等教育分科会教員養成部会教員養成のフラッグシップ大学検討ワーキンググループ）や「『令

和の日本型学校教育』の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、

協働的な学びの実現～（答申）」（令和３年１月 26日中央教育審議会）等を踏まえ、「教員養成学」の

確立を目指している。 

 具体的には、Society5.0時代に対応した現代的な教育課題に関する研究及び実践を主要課題として

焦点化しており、これまでの実績を勘案しつつ、不断に取り組んできた教師力向上のためのカリキュ

ラムの充実を一層推進し、令和４年度から新たに全学部生必修の「GIGAスクール対応科目」を導入す

る。「GIGAスクール対応科目」は①ICT機器・教育データサイエンスの活用に関する科目を基軸とし、

それらの科目で身に付けた知識・技術を活用する②STEAM 教育等の教科横断教育に関する科目及び③

インクルーシブ教育に関する科目からなり、ICT スキルを軸にした段階的・発展的学びを企図した科

目群である。さらに、令和６年度からは、学部科目から大学院科目へと系統的に内容を深化させた

「GIGAスクール対応領域」を教職大学院の共通科目に新設する。 

本学学部の「GIGAスクール対応科目」の特徴として、１点目は教育実習協力校等との連携や附属学

校での実績を活かし、情報モラルを加味した遠隔授業の構想と実践を行うこと、２点目は本学に所属

する様々な学術領域の多数の教科専門の教員がSTEAM教育等の教科横断教育を担当し、また、特別支

援教育関係の教員と技術科の教員が連携して ICT 活用のインクルーシブ教育に関する科目を担当す

るなど、全学的な体制により実施されることが挙げられる。また、教職大学院においては、教員の育

成指標の評価に基づく「教職大学院スタンダード」を現職教員、学卒院生別に作成し、教師力の向上

を図ることが挙げられる。 

この「GIGAスクール対応科目」及び「GIGAスクール対応領域」の導入により、Society5.0 時代に
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対応した知識・技術及び自覚・自信を有した教員を養成し、教育現場・教育行政関係機関・他大学・

民間企業・NPO との連携を通じてその成果を広く共有し、本取組の検証を踏まえ課題を明らかにし、

更なるプログラムの改善を図る。 

以上を通じて、社会の変化に対応した教員養成の質的発展、教員就職率の更なる向上、及び就職後

の離職率の低減に資することを試みる。こうした取組により、『令和の日本型学校教育』を担う教師の

育成を先導し、教員養成の在り方自体を変革していくための牽引役としての役割を果たす。 

 

２．構想を実現・改善するための教育・研究組織及び大学教員採用・研修・支援体制 

本学には、教育研究体制等を改善し、新しい構想を検討する組織として、学長を議長とし、教育研

究評議会の構成員からなる大学改革戦略会議を設置し、学長のリーダーシップの下、全学で一体的・

継続的に教育研究体制の改善に取り組む体制が既に構築されている。また、教育担当副学長を委員長

とする附属学校運営委員会が設置され、大学教員が附属学校園の研究会において指導教員となるなど、

附属学校園との連携も密に保ち、成果や課題の共有を担保する体制が構築されている（観点③-ア）。 

 教員養成に関する組織や制度の改革については、前述した大学改革戦略会議で方針を立て、カリキ

ュラム改革については、カリキュラム企画運営会議（教員養成カリキュラム委員会として位置づけら

れている。）で対応する体制となっている。さらに、カリキュラム企画運営会議からの案件は、教務委

員会等で検討され、FD委員会のチェックを経てカリキュラム企画運営会議にフィードバックされると

いう PDCAサイクルが確立している（観点③-イ）。 

 教員養成フラッグシップ大学としての役割を果たし、達成目標を実現するための教育環境としては、

第３期中期目標期間にアクティブ・ラーニングに関する施設が整備され、ICT 教育に関する環境も整

っている。また、財政的基盤として、「上廣道徳教育アカデミー」による寄附金に加えて科学研究費や

受託研究等について、より多くの外部資金の獲得を目指すとともに、第４期中期目標期間には基金室

（仮称）を設置し、寄附金の増額を目指す。学部の教育組織の見直しは、令和４年度からの教職大学

院の拡充に呼応して、令和６年度を目途として改革する予定である。大学間連携については、連携協

定を結ぶ近隣の大学との連携を強化する（観点③-ウ）。 

 大学教員の採用では、退職した小中学校長が特任教授として、「学校現場研修」や「学校支援プロジ

ェクト」（連携協力校等における学校支援（実践）とその実践の省察及び成果の還元を内容とした授業）

の指導を担当している。さらに、新潟県教育委員会・新潟市教育委員会との人事交流により受け入れ

た学校現場のリーダー教員が特任准教授として、教育実習や教職実践演習での学生指導の一部を担当

している。また、新任教員を対象として、教育現場経験の有無に比例して、学校現場での様々な研修

を課す「大学教員初任者研修・学校現場研修」制度により、実践と研究を備えた大学教員を養成して

いる。教員の実践的な研究活動を支援する体制としては、実践的な研究を財政的にサポートする「研

究プロジェクト」がある。教職大学院の拡充に当たり、学校現場経験を考慮した「大学教員選考基準」

や大学教員人材評価の見直しを行うなど、教育・研究活動を支援する体制が整備されている（観点③

-エ）。 

 

３．先導的・革新的な教員養成プログラム・教職科目の研究・開発の内容 

（１）先導的・革新的な教員養成プログラムの準備状況と概要 

新型コロナウイルス感染症の流行を受けて、ICT 機器の教育現場への導入が急速に進められたこと

により、オンライン授業の導入など、教育現場での対応が喫緊の課題となっている。こうした教育環

境の変化に対応できるよう、本学ではこれまでも情報科目を中心に、ICT 機器の活用やオンラインに

よる授業に関する教育内容の導入を進めてきた。また、附属中学校では、タブレット端末の活用によ

る先進的な教育活動を日常的に展開しており、令和元年度には、「Society5.0 に向けた ICT 活用モデ

ルの構築」、令和２年度には「学びを止めるな！」プロジェクトに取り組んだ。（附属中学校の取組は、

「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する取組状況について」Vol.２（令和元年
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５月）、Vol.３（令和２年 12月）においても、グッド・プラクティスとして紹介されている。）さらに、

令和元年度には、日本の国立大学附属学校園としては初となる「Apple Distinguished School」（学

習、指導、学校環境の継続的なイノベーションに取り組む学校であることを認定する Apple社による

認定制度）に認定された。令和３年度には、文部科学省委託事業「ICT を活用した障害のある児童生

徒等に対する指導の充実（文部科学省著作教科書のデジタル化に求められる機能の研究）事業」を受

託し、聴覚障害児童・生徒を対象としたデジタル教科書を作成し、在籍する学校にとらわれず、一人

一人のニーズに応じた学習ができる教科書作成の課題抽出を行っている（観点②-ウ、②-エ）。 

そこで、本構想においては、これらの既に蓄積されている実績を基盤とし、全学的観点から従来の

カリキュラムを改善し、ポストコロナを見据えた『令和の日本型学校教育』に対応した全学部生対象

の科目群（「GIGAスクール対応科目」）を新設する。「GIGAスクール対応科目」は、現在の教育現場で

喫緊の対応が求められている ICT機器を活用した教育に関する学びを軸にしながら、主体的・対話的

な学び、個別最適な学び、協働的な学びの実現のために必要となる、STEAM 教育等の教科横断教育や

インクルーシブな教育への応用をも含めた段階的・発展的な受講プログラムである。 

具体的には、①ICT機器・教育データサイエンスの活用に関する科目、①の科目で身に付けた知識・

技術を活用する②STEAM 教育等の教科横断教育に関する科目と③インクルーシブ教育に関する科目に

よって構成される（下記「（５）先導的・革新的な教職科目の開発」で詳述）。さらに、それらの科目

で学んだ知見を、本学の特徴である充実した教育実習科目とも接続することで、ICT 機器を活用した

教育に関する知識・技術の実践的応用の機会を担保し、Society5.0 時代に対応した知識と技術を有す

るだけでなく、それに対応する自覚と自信を有した教員を養成する。 

一方、令和４年度からスタートする新教職大学院では、共通科目において「GIGAスクール対応科目」

に相当する科目を開講する。教職大学院は現在、課程認定の審査を受けており、令和４年４月から共

通５領域の弾力化に対応した新設領域を設定することは困難であるため、令和６年度から、これらの

科目を必修化して、共通科目に「GIGA スクール対応領域」を新設する。また、この領域に対応した、

教員の育成指標の評価に基づく「教職大学院スタンダード」を現職教員、学卒院生別に作成し、評価

と改善により教師力の一層の向上を図る。 

 

（２）先導的・革新的な教員養成プログラムの教員養成段階を踏まえた目標 

 本プログラムでは、まず、これまでの本学の取組に基づき、『令和の日本型学校教育』を担う教師像と

して、「ファシリテーターとしての教師」、「省察的実践を通じて学び続ける教師」、「教師・地域・専門家

等と協働する教師」を設定し、そうした教師に必要な資質・能力を養成するカリキュラムを充実させる。

その上で、「GIGAスクール」の対応に必要な ICTに関する基本的な知識・技能を着実に身に付け、学習者

中心の視点に立ち、個別最適化された現代的な学びの実現のための授業づくりに活用するための知識・

技能を有した教師を養成することを目標とする。 

従来のカリキュラムを充実させるために、養成段階におけるそれぞれの目標を下表のように新たに設

定する（観点②-イ）。 

 

養成項目 

養成段階 

ファシリテーターとし

ての教師 

省察的実践を通じて学

び続ける教師 

教師・地域・専門家等と

協働する教師 

学部 主体的・対話的で深い学

びを通して授業づくり

の在り方を理解する 

学校現場における実践

を通して、主体的・対話

的で深い学びの効果を

理解する 

教育実習を通じて子供

理解を深め、地域等との

関わりを理解する 

教職大学院 主体的・対話的で深い学

びの実現を目指す授業

学校現場における実践

を通して、主体的・対話

学校支援プロジェクト

を通して家庭、地域、関
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デザインの作成方法に

ついて理解を深める 

的で深い学びの効果の

理解を深める 

係機関との関わりの理

解を深める 

現職教員 主体的・対話的で深い学

びの実現を図り、児童生

徒が自ら課題を見つけ、

解決する授業ができる 

教科等の目標の実践に

向けて PDCA サイクルを

確立し、指導計画の改善

を図ることができる 

家庭、地域、関係機関と

の関わりを深め、連携・

協働して教育活動を行

うことができる 

 

次に、新たに導入する「GIGA スクール対応科目」の目標は、教育データサイエンスを基軸として、

ICT 機器を活用した STEAM 教育等の教科横断教育及びインクルーシブな教育などの知識を備えた教員

を養成することであり、養成段階におけるそれぞれの目標を下表に示す（観点②-イ）。 

 

    養成項目 

 

養成段階 

ICT／教育データサイ

エンスに関する知識・

技能 

STEAM 教育等の教科横断

教育（ICT活用を含む） 

インクルーシブな教育 

（ICT活用を含む） 

学部 教育に関する ICT 活用

についての知識・技能

に習熟し、データ活用

の意義と基本的な統計

に関する知識・技能を

修得する 

STEAM 教育等の教科横断

教育の意義を理解し、教

科横断教育に必要とな

る基礎的知識・技能を修

得する 

インクルーシブな教育

に ICT を活用する意義

を理解し、個に応じた

活用に関する基礎的知

識・技能を修得する 

教職大学院 教育に関する ICT の活

用及び、様々なデータ

を収集分析し、解決に

向けた知見を見出すた

めの知識・技能を修得

する 

STEAM 教育等の教科横断

教育のカリキュラム・マ

ネジメントやSTEAM教材

開発の在り方について

理解を深める 

個々の実態に応じて

ICT機器等を活用し、教

科等におけるインクル

ーシブな授業開発のた

めの知識・技能を修得

する 

現職教員 学校における ICT を効

果的に活用するととも

に、適切な方法で到達

状況を評価し、評価結

果を生かして業務を改

善することができる 

教科教育の背後にある

学術的な知見も踏まえ、

STEAM 教育等の教科横断

教育を実践し、PDCAサイ

クルを確立して、指導計

画の改善を図ることが

できる 

他職種等と連携し、

個々の実態に応じた

ICT機器等を選定・活用

し、教科等におけるイ

ンクルーシブな授業開

発のための知識・技能

を高める 

 

（３）先導的・革新的な教員養成プログラム作成に際しての他機関との連携実績 

 本学は、これまで上越地域の教育委員会、新潟県教育委員会、新潟市教育委員会と連携し、教員養

成に関して様々な取組を行ってきた。学部の教育実習や教職大学院の「学校支援プロジェクト」につ

いては、上越地域の教育委員会や学校現場を含めた「学校実習コンソーシアム上越」の支援を得て、

先導的・革新的な教員養成プログラムを展開してきた。最近、学校教育現場で特にその必要性が高ま

っているインクルーシブな教育についても、令和２年度に採択された「教員の質向上のための研修プ

ログラム開発・実施支援事業」により、上越市教育委員会及び附属小学校と連携し、各教科等と通級

による指導との関連を図る授業研究を取り入れた研修プログラムを開発した。さらに、新潟県教育委

員会、新潟県立教育センターと協働してコア・サイエンス・ティーチャー（CST＝学校現場において理

科教育の中核を担う教員）養成に努めており、現在は 84 人の本学認定の CST が新潟県内の地区理科
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教育センターや小・中学校で活躍している。 

大学関連では、いじめ防止支援プロジェクト（BP プロジェクト）を鳴門教育大学、宮城教育大学、

福岡教育大学と共同実施し、新潟県教育委員会と連携して、いじめ防止の支援に努めている。さらに、

教職への意欲と適性を有する学生を本学大学院へ受け入れ、多様性のある高度専門職業人としての教

員を輩出することを目的とした連携協定を、新潟県や東日本を中心に 56 の大学等と結び、特に教職

大学院を中心として、連携事業を行ってきた（観点①-ア、①-イ、①-ウ、②-オ）。 

その他の機関では、「特別の教科 道徳」について、公益財団法人上廣倫理財団の寄附により「上廣

道徳教育アカデミー」を寄附研究部門として設置し、教員が子供たちに多様な指導法を実践すること

を目指して、研修と研究を推進している。ICT活用に関しては、ICTの学校教育への導入に際して必須

となる情報モラル教育の観点に関してLINEみらい財団と連携している。ほかにも、（株）デジタルア

ライアンスと連携し、児童生徒が一人１台タブレットを使用して、主体的・対話的に学ぶためのツー

ルとして edutab（遠隔協調学習システム）を開発し、子供たちが相互に画面を閲覧し合う際のビッグ

データを AIが学習し、効率的に学び合うための情報を教師に伝えるシステムを開発した。その成果は

科学研究費や NICT（情報通信研究機構）の研究助成を受け、多数の学術論文や書籍を発表する等、高

く評価されている。プログラミング教育については、ユーレカ工房と共同研究を進め、科学研究費等

の助成を受けながら教材開発や授業デザイン開発を行っている。これらの研究成果を、学部、教職大

学院の講義や実習にダイレクトに反映させ、最新の技術を学生たちが学べる環境を整えてきた。また、

インクルーシブな教育に関しては、本学情報メディア教育支援センター「ギークラボ上越」が NPO法

人上越地域活性化機構等と連携し、障害のある児童生徒も参加するプログラミング教室を開催してい

る。その場には学生も参加し、プログラミング教育におけるインクルーシブな授業開発について学ぶ

場として機能している。さらに、一般社団法人 WheeLog1と連携し、「バリアフリーマップアプリ

WheeLog!」を活用した授業に取り組んでいる。この授業実践については、『ポストコロナと教育―上越

教育大学の実践と考察―』（上越教育大学出版会）において報告している（観点①-ア、①-イ、①-ウ）。 

 

（４）教師力向上のための従来のカリキュラムとその充実 

本プログラムの前提として、学習者中心の授業デザイン・学習活動デザインについての理解増進、

ファシリテーターとしての教師の役割についての意識向上のため、学部及び大学院において主体的・

対話的で深い学びを実現する必要がある。このことは、新潟県、新潟市の教員育成指標においても指

摘されている。本学では第３期中期目標期間において、授業にアクティブ・ラーニングを取り入れる

ことを目標に掲げ、令和２年度には、学部で 86.7％、大学院修士課程で 90.0％、教職大学院で 95.9％

の授業科目にアクティブ・ラーニングを導入するとともに、施設整備も進めてきたところである。学

生にアクティブ・ラーニングを活用した授業実践力を身に付けさせるため、学部及び教職大学院の授

業時間を、これまでの「１講時(コマ)90分／５時限」から「１講時(コマ)100分／５時限」に見直し、

50分ごとのＡ／Ｂの各モジュールを活用して、Ａモジュールで講義を行い、後半のＢモジュールでデ

ィスカッションや確認テストを行うなど、魅力ある授業を展開し教育効果の一層の向上を図るよう検

討を進める。 

令和４年度からの教職大学院の共通科目では必修科目として「主体的・対話的で深い学びを実現す

る授業デザイン」を開講する。こうした授業や新たに構築される教職科目におけるアクティブ・ラー

ニングの更なる実施により、学習者中心の授業デザイン・学習活動デザインについての理解増進やフ

 
1 障害者や高齢者、ベビーカー利用者などの移動に困難を抱える方向けにバリアフリー情報を発信し、社会全体

のバリアフリーに関する理解を普及させることを目的として設立された団体。ドイツを拠点とする、デザイン

振興のための国際的な組織 iF International Forum Design GmbH において、iF Social Impact Prize2021を

受賞、国立研究開発法人科学技術振興機構主催 2020年度「STI for SDGs」において文部科学大臣賞、2019年総

務省主催 ICT地域活性化大賞において優秀賞受賞等数々の受賞歴がある（一般社団法人 WheeLogホームページ

より）。 
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ァシリテーターとしての教師の役割についての意識向上を図る（観点②-ア）。 

教育学や教師教育学、学習科学等に基づく省察的実践（仮説設定、教育実践、省察）を通じて学び

続ける教師としての意識・態度は、「上越教育大学スタンダード 2」に基づき、学部１年次の必修科目

「人間教育学セミナー（教職の意義）」、教育実習、４年次の「教職実践演習」などを通して育成され

る。しかし、「上越教育大学スタンダード」も『令和の日本型学校教育』に十分対応しているとは言え

ず、Society5.0に対応した改訂を行う。また、教職大学院の「学校支援プロジェクト」は上越地域 73

校（令和２年度）で実施しており、リフレクション科目、プレゼンテーション科目により省察的実践

を通して学び続ける教師としての意識態度が育成される。なお、教職大学院については、学部におけ

る「上越教育大学スタンダード」に相当する基準が特に示されていない。今後、現職院生用と学卒院

生用に区分され、北陸・新潟県の教員育成指標を基に作成された「教員育成指標に基づく自己評価書」

（榊原ほか、2022、上越教育大学教職大学院紀要、第９巻、出版予定）を開発し、学生の教師力の伸

びをエビデンスに基づいて評価できる環境を整える。さらに、学部卒業生や教職大学院修了生を対象

としたフォローアップセミナーや全国各地で開催しているサテライト講座等の参加者に対してもこの

自己評価書による調査を行い、教職に就いてからの教師力の伸びを追跡調査する準備を進めている。

これらを基に、教職大学院についても「GIGAスクール」対応の要素も含めて「教職大学院スタンダー

ド」を作成する（観点②-ア）。 

 教師・地域・専門家等と協働する態度や、協働できる環境を整える組織マネジメントの資質・能力

の育成は、主として学部の「教育実習」や教職大学院の「学校支援プロジェクト」で育成される。ま

た、学部の必修科目である「学校ボランティアＡ（学校支援体験）」では子供たちに寄り添った教育活

動やインクルーシブな教育の考え方について、実践的な理解を深めることを目的としている。選択科

目ではあるが、「ボランティア体験」は、社会教育関係のボランティア活動を通して、地域や専門家と

協働する態度を養う機会となっている。さらに、年に５～６回実施される学生たちの自主的課外活動

「学びのひろば」では、近隣の小学校に通う子供たちを大学や国立妙高青少年自然の家に招き、レク

リエーションや野外活動、工作、運動などの活動を行っている。これらの授業や活動により、教師、

地域、専門家等と協働する態度や組織マネジメントの資質・能力が育成される。以上の授業・活動を

更に発展させ、特にインクルーシブな教育についてより深い知識を身に付けるべく、後述のように新

たな科目を開講する（観点②-ア）。 

 

（５）先導的・革新的な教職科目の開発 

新たに教職科目として開発する「GIGAスクール対応科目」は教育現場において喫緊の対応が求めら

れている ICT教育に関する知識・技能と、教育データサイエンスの活用に関する基本的な知識・技能

を身に付けることを軸として、さらにそれらの知識・技術を活用したSTEAM教育等の教科横断教育と

インクルーシブな教育に関する知見を身に付ける、全学部生を対象とした段階的・発展的な科目群で

ある。また、全国小中学校の ICT教育を先導している附属学校との連携を、教育実習科目を通じて更

に強化し、より実践的な知識・技能の活用と、教育現場からのフィードバックを通じたプログラムの

改良のためのデータを蓄積する。今回、教員養成フラッグシップ大学に認められる「教科及び教職に

関する科目」の特例措置等を活用して、学部においては令和４年度から、教職大学院においては令和

６年度から新たな科目を開設する（観点②-ア、④-ウ）。 

 

１）学部 

①学校現場における教育データサイエンスの活用を先導する人材の育成 

 ICTに関する知識・技能と教育データサイエンスの活用を先導する人材の育成として、学部では下

表のように、「GIGAスクール対応科目」に「教育情報科学概論」、「プログラミング教育基礎演習」、

 
2 教員養成における学生が卒業時、または各学年段階で修得すべき基準として本学が設定したもの 
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「ICT活用実践演習」の３科目（５単位）を新設する。 

「教育情報科学概論」は、教職を目指す学生として教育と情報との関わりを学んでいくうえでの

入り口にあたり、「情報教育」及び「教育の情報化」の基本的な考え方を学習する。教育の情報化に

関わる最新の動向を提供するとともに、①学校現場における教育の情報化に関わる施設設備・情報セ

キュリティ等の具体事例、②教師及び学習者による ICT活用の具体事例、③ICTを用いた校務支援シ

ステムの仕組み及びその具体事例等を示しながら、各テーマについての調べ学習やワークショップ等

による受講生同士の学び合いを取り入れた能動的な学習を展開する。 

「プログラミング教育基礎演習」は、初等・中等教育において論理的思考力、創造力を養成し、

子供達の創造力、表現力、発信力を高めるプログラミング教育を行うための基礎的なスキルと知識、

及びプログラミング言語を用いて各教科で ICTを活用した教材を自ら開発するため基礎的なスキルの

修得を目的とする。eラーニングと教室による演習によって知識と技能の修得を行う能動的な学習を

展開する。 

「ICT活用実践演習」では、今後の教員養成において必要となるオンライン授業やオンデマンド教

材作成等を取り入れ、遠隔授業も実施可能な即戦力となる教員養成を行う。GIGAスクール事業で導

入された ICT環境を活用した授業実践を附属学校の教員らの実践から学び、ネットを利用した授業で

必要な情報モラル教育や実施上に関係する法的側面について学ぶ。その上で、学生同士が５～６名の

グループとなり、協働してオンライン授業やオンデマンド教材を取り入れた授業を構想する。構想し

た授業は、教育実習校の協力の下、実習を受けた学級で実践を行う。教育実習が行われた学級で実践

することにより、児童の名前や学級の実態を知った上で、授業を構想・展開することができる。教育

実習校での遠隔授業実践、評価・改善等を通じ、学生同士や教育実践校の担当教員と協働しながら、

学習者中心の授業デザインや学習活動デザインを学ぶものである。これらの授業における ICTを活用

した教育・情報教育デザイン、省察的実践を通じて、学び続ける教師としての意識・態度を養うこと

ができる。 

 

科目名 履修 単位数 教員免許種別 科目の概要 

教育情報科学概論 必修 ２ 小・中免許* 
参考資料 

表１ 
プログラミング教育基礎演習 必修 １ 小・中免許 

ICT活用実践演習 必修 ２ 小・中免許 

*小免許＝小学校免許、中免許＝中学校免許 

 

②STEAM教育等の教科横断教育（ICTの活用を含む）を先導する人材の育成 

 ICTを活用したSTEAM教育は、学習者を主体とし、Society5.0時代の社会を変革できる人材を育

成するために必要不可欠なデザイン思考型教育であり、平成 29年告示の中学校学習指導要領では、

教科等横断的な視点の育成が重要視されている。様々な情報を活用・統合し、課題の発見・解決や

社会的な価値の創造に結び付けていく資質・能力について、学生が自ら身に付けつつ、児童・生徒に

身に付けさせるために必要となる知識・技術を学生が取得・実践できるようにするため、本学では、

段階的・発展的な受講カリキュラムを次のとおり設定する。 

学部１年次必修科目の小学校の教職科目のうち、教科科目「算数」、「理科」、「家庭」、「音楽」、「図

画工作」を、基礎を学ぶと同時に、これらの教科横断的な要素を含む科目「STEAM教育基礎Ａ～Ｅ」

（５科目５単位）として再編成する。これら基礎科目の上位科目には、「STEAM教育」（１科目１単

位）及び「ICTを活用した教科横断教育Ａ～Ｋ」を設定する。「STEAM教育」については、現行科目

「総合・生活」を、カリキュラム・マネジメントを含む科目として設置する。「ICTを活用した教科

横断教育Ａ～Ｋ」は、教科の特性に関わる汎用的学習の視点から、ICT機器を活用した教科横断的な

要素も含め、現代的な諸課題に対応して求められる資質・能力を獲得することを目的としており、各
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教科専門の中学校教職科目の２単位を利用して再編成又は新設する。以上の科目は、本学に在籍す

る教科専門のほぼ全教員が担当する。 

それらのカリキュラム及び教育実習や卒業研究、学校実習における実践を通して、STEAM教育等を

含む教科横断教育を先導する人材を育成する。 

 

科目名 履修 単位数 教員免許種別 科目の概要 

STEAM教育基礎Ａ～Ｅ（ICT活用を含む） 必修 各１ 

(計５） 

小免許 参考資料 

表２ 

STEAM教育（ICT活用を含む） 必修 １ 小免許 表３ 

ICTを活用した教科横断教育Ａ～Ｋ 選択必修 ２ 中免許 表４ 

 

③インクルーシブな教育（ICTの活用を含む）を先導する人材の育成 

 インクルーシブな教育は、学校現場にとって喫緊の課題である。我が国では、インクルーシブ教

育システム構築のために特別支援教育を推進している。本学では、特別支援学校教諭一種免許状を取

得する場合、教育職員免許法上の科目区分の第一欄に「自立活動」の名称を冠した科目を設置し、特

別支援教育独自の領域である「自立活動」の専門性を持つ教員の養成に重点を置いてきた。インクル

ーシブ教育システムの進展に伴って、通級による指導の対象となる児童生徒の増加が著しい状況にあ

る中、平成 29年告示小・中学校学習指導要領では、特別支援学級と通級による指導において、「自立

活動」について「個別の指導計画」を作成することが明示された。本学が蓄積してきた「自立活動」

に関する養成と研究の成果は、インクルーシブな教育を展開する教員の養成に活用できるものと考え

る。そのため、令和元年度には附属小学校に通級指導教室「ポプラルーム」を設置し、インクルーシ

ブな授業の開発及び教員養成・研修についての研究を上越市教育委員会と連携して取り組み始めたと

ころである。その成果の一部は、文部科学省ホームページの「教育委員会月報 令和３年８月号」に

掲載されている。また、特別な教育的ニーズのある子供の学びにおいては ICT活用が欠かせないが、

障害のある子供たちは個別性が高いため、Assistive Technologyについて学ぶことも必要である。

そのため、本学では、他大学に見られない特別支援教育関係の教員と技術科の教員の協働による教

材づくりの授業実践（学部２年次必修科目「生活の中の科学」及び学部２年次先端教科・領域学習コ

ース必修科目「学習活動に困難のある子どもの教材づくり」）、さらに共同研究（令和３年度上越教

育大学研究プロジェクト 「児童・生徒の学びを支援する電子補助機器の製作に関する教育実践の研

究」：研究代表者 東原貴志（技術科教育学・木材加工学）研究分担者 藤井和子（特別支援教育）外

２名)を行っている。こうした授業実践や研究成果を活かしつつ、学部の科目として「ICTを活用し

た通級による指導（自立活動）の授業デザイン」（２単位、必修）を新設する。 

 

科目名 履修 単位数 教員免許種別 科目の概要 

ICTを活用した通級による指導（自立活動）

の授業デザイン 

必修 ２ 小・中免許 参考資料 

表５ 

 

２）教職大学院 

教職大学院については、上記（１）の後段でも述べているとおり、現在、課程認定の審査を受けて

おり、令和４年４月から共通５領域の弾力化に対応した領域を新設することは困難である。しかし、

学部に新設する科目の上位科目と一体的な教員養成カリキュラムを構成する科目を現行制度において

共通５領域の科目として開設する予定である。そのため、次の段階への移行を既に計画し、準備を進

めていることから、令和６年４月に新たな共通領域として、「GIGA スクール対応領域」を設定し、同

領域を構成する科目をとりまとめて開設する。「GIGAスクール対応領域」を学部に対応させ、「ICTを
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活用した教育・情報教育デザイン」、「教科等の横断と実践開発」、「ICTを活用した通級による指導（自

立活動）の授業デザインの理論と実践」の３科目で構成する。これにより、令和６年４月以降の共通

科目６領域は下表のように予定している。 

 

事項 

領域 
科目名 履修 単位数 科目の概要 

教育課程の編成及び

実施に関する領域 

Society5.0 における教育課程の編成と

実践 
必修 ２ 

 

教科等の実践的な指

導法に関する領域 

主体的・対話的で深い学びを実践する

授業デザイン 
必修 ２ 

生徒指導及び教育相

談に関する領域 
生徒指導の理論と実践 必修 ２ 

学級経営及び加工経

営に関する領域 
学級・学校の集団力学と経営実践 必修 ２ 

学校教育と教員の在

り方に関する領域 
SDGs時代の学校教育と教員の在り方 必修 ２ 

GIGAスクール対応領

域（新設） 

ICTを活用した教育・情報教育デザイン 必修 ２ 

参考資料 

表６ 

教科等の横断と実践開発 必修 ２ 

ICTを活用した通級による指導（自立活

動）の授業デザインの理論と実践 
必修 ２ 

 

「ICT を活用した教育・情報教育デザイン」では、急速な情報化の進展に対応し、学校教育におけ

る情報活用能力の育成や、ICT活用などの教育の情報化に対応できる教師の力量形成に向けて、ICTツ

ールに関する知識、ICT活用スキル、ICTの教育利用、情報教育の実践力を高めるための基礎を学ぶこ

とにより、次の３つのテーマ①教育の情報化推進についてのデザイン、②情報教育のカリキュラム・

授業についてのデザイン、③ICT活用による教授・学習についてのデザインで、ICTを活用した教育・

情報教育のデザインを実際に行うことができることを目指している。 

「教科等の横断と実践開発」では、「社会に開かれた教育課程」を実現するために、総合的な学習の

時間、生活科を中核として、内容面、資質・能力面等からの教科横断的な指導の工夫が必要となる。

この科目ではこうした課題に対する知見を深めることを目的としている。 

「ICT を活用した通級による指導（自立活動）の授業デザインの理論と実践」では、通級による指

導（自立活動）の個別の指導計画作成、それを踏まえた各教科等の学習指導案作成の演習等を通して、

ICTを活用した通級による指導の授業をデザインする知識・技能を身に付けることを目的としており、

前述した学部の新設科目「ICT を活用した通級による指導（自立活動）の授業デザイン」との接続を

図る。 

 

４．全国的な教員養成ネットワークの構築と成果の展開 

先導的・革新的な教員養成プログラム・教職科目の研究・開発を推進するために、これまで連携し

て取り組んできた大学、民間企業、NPO 法人等との共同研究をより加速するとともに、全国に輩出し

た本学の卒業生、修了生が在籍する同窓会組織（上越教育大学同窓会）と連携し研究成果を還元する

とともに、全国の教育現場の最新の実践や課題について情報収集する。これにより、今日的な教育課

題やそれに対する最前線の実践やテクノロジー、それらを裏付ける理論を結集できる体制を整備する。 

これらの連携により得られた知見は本学の学部、大学院のカリキュラムに反映させ、理論と実践を

融合し、今日的な課題に即応可能な教員を養成する。 
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（１）大学間連携 

 先導的・革新的な教職科目の授業の内容や成果などを、本学が参画する連合学校教育研究科（博士

課程）の基幹校である兵庫教育大学、教員養成、研修に関する理念や目的を共有する東京学芸大学、

連携協定を結んでいる信州大学、都留文科大学と共有する。将来的には、上記の教職科目の授業の内

容や成果を、オンラインを活用して教職課程を設置している複数の連携協定締結大学に展開する。ま

た、他大学の学部学生が本学の小学校教員免許に関する科目をオンライン授業等により修得し、本学

教職大学院進学後にその単位を認定する「多様な人材育成修学プログラム」を推進し、上記の教職科

目の受講を推奨する（観点④-ア）。 

 

（２）民間企業・NPO法人との連携 

これまで、ICT教育関係で連携してきたLINEみらい財団には「ICT活用実践演習」授業の支援を

受けるとともに、民間企業である（株）デジタルアライアンス、ユーレカ工房との共同研究を更に

進め、これまでの ICTや AIを活用した授業研究の成果を基に、地理的な条件や時間的な制約を受け

ない遠隔地でも可能な教員研修の在り方についても研究を進めていく。これにより移動に必要な時間

や経費を削減し、働き方改革を推進するための授業研究を展開する。また、インクルーシブな教育に

ついては、一般社団法人 WheeLogと連携した共同研究を推進する。さらに、ますます多様化する教

育課題について、NPO法人授業づくりネットワークと連携し、全国の最前線で活躍する講師を教職大

学院の共通科目に招へいし、今日的な課題に即応するための理論と実践を本学学生にダイレクトに指

導する。そうした講義は２回を１まとまりとして、１回目に授業づくりネットワークからのゲスト講

師による実践編、２回目はその講義につながる理論編を本学教員が講義する。本学教員には NPO法人

授業づくりネットワークの副理事長や理事を務める実務家教員が複数名在籍しており、そうした講義

のコーディネートが可能である。これにより、今日的な課題に対する理論と実践について往還可能な

『令和の日本型学校教育』を担う教員を養成する。また、今後の教師にとってますます必要となるフ

ァシリテーターの役割について学ぶために、ファシリテーション手法として確立された「ホワイトボ

ード・ミーティングⓇ」を開発した（株）ひとまちと連携し、学部や教職大学院の講義でその手法

を指導していく。本学では、「ホワイトボード・ミーティングⓇ」の認定講師の資格を有する教員や

「ホワイトボード・ミーティングⓇ（デジタル版）」の認定講師の資格を有する教員が在籍してお

り、単に手法を指導するだけでなく、背景となる理論に基づいて指導する（観点④-イ）。 

 

（３）同窓会等を通じた教育現場への研究成果の還元 

本学には、全国的なネットワークとして、現職派遣教員や全国規模の教員が多数在籍する上越教

育大学同窓会がある。同窓生には、大学の教員となっている者もあり、各都道府県における同窓会

のネットワークを用いて、学び続ける教師の支援を行っている。例えば、令和３年度に、上越教育大

学同窓会（長野県支部）、長野県教育委員会の後援を受け、松本大学でサテライト講座を実施する。

ここでは、本学の教員や松本大学の教員、同窓生の校長等による講演が企画されている。このサテラ

イト講座は、本学教職大学院が発足した平成 20年度より実施し、大学の教員と学校現場の教員が学

校課題に対する最新の教育学を学び深める場となっている。 

また、本学では分野ごとに本学教員及び大学院生、大学院修了生を構成員とする多くの学会が設立

されており、研究大会での研究発表などを通じて、大学と学校教育現場の情報共有の機会が担保され

ている。 

こうした同窓会やサテライト講座、学内に拠点を置く学会等のネットワークを通じて本学で開発し

た「GIGAスクール対応科目」の成果等を全国に発信する（観点④-イ）。 
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（４）研究紀要や上越教育大学出版会を利用した研究成果の発信 

先導的・革新的な教職科目の授業の成果などについては、上越教育大学研究紀要や上越教育大学教

職大学院研究紀要に掲載された論文などを上越教育大学リポジトリの活用により全国的に発信す

る。また、第３期中期目標期間には、「21世紀を生き抜くための能力＋α」を備えた教員養成を目標

とし、その研究成果を上越教育大学出版会による企画出版により刊行し、全国に発信してきた。第４

期中期目標期間には、現代的教育課題の研究を含む「教員養成学」に関する書籍を上越教育大学出

版会による企画出版により刊行することとしており、この中で本構想に基づく取組の成果を幅広く展

開する（観点②-イ、④-ア）。 

 

５．取組の検証を踏まえた教職課程に関する制度の改善への貢献 

 上記の先導的・革新的な取組の効果について、学生の資質・能力の修得の状況を把握し、エビデン

スに基づく評価を実施する。学部、大学院ともに文部科学省の ICT 指導力チェックリストを活用し、

その能力についても調査する。また、教職キャリアファイル 3の改訂を行い、特に GIGAスクール指導

の能力向上について明らかにできるようにし、結果を調査する。さらに、「教員育成指標に基づく自己

評価書」（榊原ほか、2022、上越教育大学教職大学院紀要、第９巻、出版予定）に基づき、学部卒業生

や教職大学院修了生を対象としたフォローアップセミナーや全国各地で開催するサテライト講座等の

参加者に対しても調査を行い、ICT 指導力チェックリストを組み合わせて、教職大学院についても

「GIGAスクール」対応の要素も含めた教職大学院スタンダードを作成する。これらの指標によるエビ

デンスに基づき、教育委員会や学校現場に学校教育の課題解決のための対応策の提示・支援を行い、

教育や教員養成の近未来像の描出を行う。 

 また、『令和の日本型学校教育』に対応した令和４年度からの教職大学院の拡充及びカリキュラム改

革に伴い、第４期中期目標期間中に学部の教育・教員組織を見直す必要がある。その際には、「教員養

成学」の確立を目指し、本調書で提案する「GIGAスクール対応科目」をはじめ、カリキュラムの改革

が必要不可欠である。こうしたカリキュラムの改革を通じて、我が国の教員養成を先導する観点から

のコアカリキュラムの確立や評価基準の開発その他の教員養成に関する制度改革についての具体的な

提案を行う。その際に、中央教育審議会初等中等教育分科会教員養成部会に設置される「教員養成フ

ラッグシップ大学推進委員会」（以下「推進委員会」という。）における新たな教職課程のモデル開発

に協力する。  

 さらに、推進委員会からの助言等も踏まえ、『令和の日本型学校教育』を担う教師の養成・採用・研

修等の在り方についての中央教育審議会での議論等に貢献する取組や提言等も行うこととする。 

 

６．本構想の実現に向けた取組の推進 

新構想の教員養成大学として設置された本学は、教員養成フラッグシップ大学への採否に関わらず、

対応可能な制度上の枠組みの中で、第４期中期目標・中期計画において取り組むこととしている「教員養

成学」の確立とともに、他大学に先駆けて本構想の実現に向けた取組を推進する。 

そのため、本構想の実現に向けた各種実施事業については、優先的な学内予算の措置を予定している

が、その事業内容（研究を含む。）が、外部経費の公募対象に合致するものであれば、当該経費の獲得に

積極的に取り組むこととする。 

なお、教員養成フラッグシップ大学に係る事業の終了後は、それまでの成果と課題を分析し、引き続き

『令和の日本型学校教育』を担う教員の養成に係る発展的な新規プロジェクトを展開する。

 
3 学生が学内外で経験する様々な学びの軌跡をつなぎながら、保存・活用していくポートフォリオ。教職キャリ

アファイルを作り続ける過程で、教職に対する適性について自己確認し、教職に関わる自己課題を更新・実

践・評価改善する。 
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参考資料 

＜学校教育学部＞ 

①学校現場における教育データサイエンスの活用を先導する人材の育成関連科目の概要【表１】 

科目名 授業科目の概要 

教育情報科学概論 教職を目指す学生として教育と情報との関わりを学んでいくうえでの入り口にあたり、「情報教

育」及び「教育の情報化」の基本的な考え方を学習する。教育の情報化に関わる最新の動向を提供

するとともに、①学校現場における教育の情報化に関わる施設設備・情報セキュリティ等の具体事

例、②教師及び学習者による ICT活用の具体事例、③ICTを用いた校務支援システムの仕組み及び

その具体事例等を示しながら、各テーマについての調べ学習やワークショップ等による受講生同士

の学び合いを取り入れた能動的な学習を展開する。 

プログラミング教

育基礎演習 

初等・中等教育において論理的思考力、創造力を養成し、子供達の創造力、表現力、発信力を高

めるプログラミング教育を行うための基礎的なスキルと知識、及びプログラミング言語を用いて各

教科で ICTを活用した教材を自ら開発するため基礎的なスキルの修得を目的とする。eラーニング

と教室による演習によって知識と技能の修得を行う能動的な学習を展開する。 

ICT活用実践演習 今後の教員養成において必要となるオンライン授業やオンデマンド教材作成等を取り入れ、遠隔

授業も実施可能な即戦力となる教員養成を行う。GIGAスクール事業で導入された ICT環境を活用し

た授業実践を附属学校の教員らの実践から学び、ネットを利用した授業で必要な情報モラル教育や

実施上に関係する法的側面について学ぶ。その上で、学生同士が５～６名のグループとなり、協働

してオンライン授業やオンデマンド教材を取り入れた授業を構想する。構想した授業は、教育実習

校の協力の下、実習を受けた学級で実践を行う。教育実習校での遠隔授業実践、評価・改善等を通

じ、学生同士や教育実践校の担当教員と協働しながら、学習者中心の授業デザインや学習活動デザ

インを学ぶものである。 

 

②STEAM教育等の教科横断教育（ICTの活用を含む）を先導する人材の育成関連科目の概要 

・STEAM教育基礎Ａ～Ｅ【表２】 

 様々な情報を活用しながらそれを統合し、課題の発見・解決や社会的な価値の創造に結び付けていく

資質・能力を育成する際に必要となる知識や方法を身に付けるための基礎として、同時にこれらの教科

横断的な要素を含む科目として、以下のとおり授業を構成する。 

 

科目名 授業科目の概要 

STEAM教育基礎Ａ 数学的考察に不可欠な言語となっている「集合と論理」及び「命題と条件」の基本知識を確認す

る。そのうえで、STEAM探究活動で必要となる「抽象的思考力」及び「数学的思考法」を身に付ける

ため、ICT機器を活用したアクティブ・ラーニングとして展開する。 

STEAM教育基礎Ｂ 自然科学（物理、化学、生物、地学）と技術、工学、芸術、数学の４分野との関係を講義する。 

STEAM教育基礎Ｃ 「家庭」の内容を各専門分野の知見を踏まえつつ、以下の視点を加味して解説する。 

第一は、生活の営みに必要なもの、即ち、生活資源は（１）有限性・希少性、（２）効用性・有効

性、（３）多様性をもつものであり、その利用・活用の仕方の決定は生活を営む私である生活主体に

基本的・最終的に任されているという視点である。 

第二は、生活の営みは種々の生活資源を統合することであり、それぞれの生活主体による個別性、

具体性をもつものであるという視点である。 

第三は、自然・社会・文化の生態系の構造の中で家庭生活を総合的に捉え、生物学的、社会・文化

的な背景等にかかわりなく、環境との共生を目指す家庭経営に必要な視点である。 

STEAM教育基礎Ｄ 基本的な音楽的技能と知識を修得し、音楽的な考え方を身に付ける。その過程で、芸術的な価値を
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見つけ生み出す感性と力、好奇心・探求力を養う。 

ピアノは初心者から経験者まで、能力に応じた教材が用意されている。特に初心者向けの教材で

は、学習の進め方や注意点を解説した動画を活用することが可能である。 

授業の一部はオンデマンドにより行う。対面でも ICTの活用を視野に入れた講義を通して、音楽と

ICTのかかわり方について学習する。 

STEAM教育基礎Ｅ 表現と鑑賞することを取り扱う。描く行為、つくる行為、伝える行為などの様々な造形行為や、

ICTを含む種々のメディアの活用を伴う表現や鑑賞の活動を体験し、それらの内容を振り返りながら

共有することにより、アイデアの創発、挑戦性、総合性や融合性の視点を得ることにつなげる。 

 

・STEAM教育【表３】 

科目名 授業科目の概要 

STEAM教育 様々な情報を活用しながらそれを統合し、課題の発見・解決や社会的な価値の創造に結び付けてい

く資質・能力を育成する際に必要となる知識や方法を身に付けるための基礎を学んだ「STEAM教育基礎

（ICT活用を含む）Ａ～Ｅ」の内容を踏まえつつ、教科横断的な視角から、生活科・総合的な学習の時

間を手がかりに、STEAM教育の実際やそのために必要となるカリキュラム・マネジメントについて理解

を深める。終末では、STEAM教育、教科横断的な学習にかかわる年間指導計画の作成に取り組む。 

 

・ICTを活用した教科横断教育Ａ～Ｋ【表４】 

 現代的な諸課題に対応して求められる資質・能力を獲得するため、教科の特性に関わる汎用的学習

の視点から、ICT機器を活用した教科横断的な要素も含め、以下のとおり授業を構成する。 

 

科目名 授業科目の概要 

ICTを活用した 

教科横断教育Ａ 

情報機器やネットワークの普及による言語活動の変容や、言語芸術の感受の方法の変化を考えると

ともに、教科内容の向上のための ICT機器の活用と学習場面における運用能力を高め、他の教科や社

会生活において資質・能力を生かすための学習活動を行う。 

ICTを活用した 

教科横断教育Ｂ 

 社会科の教科専門である歴史分野・地理分野・公民分野、3分野の教員が、それぞれの分野の学び

を基盤としつつ、歴史・地理・公民やそのほかの教科の内容を相互の関係でとらえる教科横断的な視

点で、ICTを活用した教材を開発する能力をスキルアップするための実践的・実習的授業を行う。 

ICTを活用した 

教科横断教育Ｃ 

 身の回りに起こる現象に対して、理科・美術科・技術科等との教科横断的な視点を取り入れ、ICT

機器を活用した協働探究のサイクルを通して数学的に解釈・表現するアクティブ・ラーニングとして

展開する。授業のまとめとして、探究内容の深化、および付随する新たな問題の探索についてプレゼ

ンテーションを行う。 

ICTを活用した 

教科横断教育Ｄ 

 身の回りに起こる現象に対して、数学・社会・技術家庭等との教科横断的な視点を取り入れ、ICT

機器を活用した協働探究のサイクルを通して科学的に解釈・表現するアクティブ・ラーニングとして

展開する。授業のまとめとして、探究内容の深化、および付随する新たな問題の探索についてプレゼ

ンテーションを行う。 

ICTを活用した 

教科横断教育Ｅ 

 本科目は、個人あるいはチームで ICTを活用して音楽に関するプレゼンテーションを行うものであ

る。音楽に関することならばテーマは自由とし、その内容は教科横断の視点を持ったものとし、生活

や文化との関連など広い視野を持ってその魅力を伝える。 

ICTを活用した 

教科横断教育Ｆ 

 題材としてポスター制作やイラストレーション、MAP制作等を取り上げる。各々の題材には例えば

数学科で学習する幾何的な知識を援用した画面分割や、国語科・英語科で学んだ内容がキャッチコピ

ーとしてポスター制作に役立つこと等を、制作の段階に応じて紹介し取り組ませることによって、

「デザイン＝生活を豊かにすること」の実践に必要な知識や技能が、他教科の内容とも密接に関連

し、必要であることを体験的に学習する。ICT機器の活用として、制作では Illustrator、Photoshop
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等のアプリケーションを活用し、デジタル制作の特徴である試行錯誤の容易さや、データとしての相

互コミュニケーションにおける長所・短所についても考察しながら学習する。 

ICTを活用した 

教科横断教育Ｇ 

 保健体育科教育担当教員が複数教科等に共通する内容を踏まえた体育・スポーツ科学における教科

横断的な学習過程の必要性を講義する。また、保健体育科における ICTの利活用の方法や体育学、運

動学、学校保健、保健体育科教育等の各教科専門領域固有の教科横断的な教育の仕方について身体運

動学やスポーツ科学の科学的原理との関連から講義する。 

ICTを活用した 

教科横断教育Ｈ 

 Society5.0において核となる技術の一つである Cyber-Physical System（CPS）を題材とした情報

の技術の教材、材料と加工の技術で扱う製図の教材、生物育成の技術イノベーションとガバナンスと

を調和させるために、ICTの効果的な利活用による持続可能な社会構築をテーマにした教材、エネル

ギー変換の特に電気に関わる理科・技術・工学・数学の連携をテーマにした教材を用いて、技術分野

（材料と加工の技術、生物育成の技術、エネルギー変換の技術、情報の技術）と算数、数学、理科、

社会、家庭、「総合的な学習の時間」などの教科等間における横断教育について考察する。 

ICTを活用した 

教科横断教育Ｉ 

 文化や生活に関わる「地域資源」は、そこに暮らす児童・生徒の日常生活と切っても切れない関係

にあることから、「主体的・対話的で深い学び」が可能となる格好の教材になりうる。 

 本授業では、上越地域の特徴的な「地域資源」を選択し、関連する情報を収集させた後、人文科学

的知見からの解説を加える（デジタル分布図等のコンテンツを併用）。 

 また、「地域資源」に関わる地元の方々によるオンライン講演を行ったり、博物館・記念館といっ

た関連施設のＶＲ見学等を活用したりして、座学では得られない知識や教養を身に付ける。 

 まとめとして、授業を通して得られた知識・技術・情報を、各教科内容との関連のもと、体系的に

再編し、教科横断的要素を含んだ教材を検討・考案する。 

ICTを活用した 

教科横断教育Ｊ 

 まず音響ソフト (Praat) を用いて、英語の発音を分析する方法について学ぶ。その後、音声を科

学するとはどういうことか理解するために、科学哲学と心理理論について理解する。最後に実証的に

第二言語の音声を分析するために、実験方法と R言語を用いた統計技術について学ぶ。 

これらの一連の学習を通して、英語の発音について理解を深めるだけでなく、教科横断的に音声の

特性について知識を深める。また ICT機器を用いて第二言語としての英語の発音を分析することで、

現代で求められている ICTリテラシーを身に付けることができる。 

ICTを活用した 

教科横断教育Ｋ 

 本授業では、マルチメディア作品（教材）を教育の場面に活用するだけでなく、自らの手で設計・

開発することができる力量の育成をめざす。そのために、様々なメディアの特性理解だけでなく、文

字・静止画像・音声・楽曲・動画像の符号化や変換といった情報処理の専門的知識を学ぶ。また、既

存のマルチメディア教材の活用事例を単に手法として学ぶのではなく、マルチメディア教材が、これ

まで視聴覚教育や教育工学の領域において、どのように設計・開発されたのか、その理論を体系的に

学ぶ。そして、以上を踏まえたマルチメディア作品を実際に制作する。マルチメディア作品は、

STEAM教育（教科横断教育）をテーマに制作し、情報表現と芸術表現の融合点についても探る。 

 

③インクルーシブな教育（ICTの活用を含む）を先導する人材の育成関連科目の概要【表５】 

科目名 授業科目の概要 

ICTを活用した通

級による指導（自

立活動）の授業デ

ザイン 

通級による指導の授業をデザインする際、まず、障害児者等の「生活」を理解し、提供する教育内

容を構想するという視点が必要である。そのため、本授業の内容は、「多様な人々が共に生活するま

ちづくりと ICT」「ICTを活用した通級による指導（自立活動）の授業づくりの視点と方法」「個に応

じた学びを支える教材の制作と学習指導案の作成」の３つのテーマから構成される。講義の他、地域

行政・福祉担当者、障害等の当事者、通級による指導の担当教師、工学等の専門家とのディスカッシ

ョン、個に応じた学びを支える教材制作を通して、個々の子どもの学習上又は生活上の困難から授業

を構想するボトムアップの思考力と協働力を身に付けるために必要な基礎的な知識・技能を学ぶ。 
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＜教職大学院＞ 

・GIGAスクール対応領域関連科目の概要【表６】 

科目名 授業科目の概要 

ICTを活用した教育・情報

教育デザイン 

急速な情報化の進展に対応し、学校教育における情報活用能力の育成や、ICT活用などの

教育の情報化に対応できる教師の力量形成に向けて、ICTツールに関する知識、ICT活用ス

キル、ICTの教育利用、情報教育の実践力を高めるための基礎を学ぶことにより、次の３つ

のテーマ①教育の情報化推進についてのデザイン、②情報教育のカリキュラム・授業につ

いてのデザイン、③ICT活用による教授・学習についてのデザインで、ICTを活用した教

育・情報教育のデザインを実際に行うことができることを目指している。 

教科等の横断と実践開発 「社会に開かれた教育課程」を実現するために、総合的な学習の時間、生活科を中核と

して、内容面、資質・能力面等からの教科横断的な指導の工夫が必要となる。この科目で

はこうした課題に対する知見を深めることを目的としている。 

ICTを活用した通級による

指導（自立活動）の授業デ

ザインの理論と実践 

「各教科等と通級による指導との関連を図る基礎理論」「ICTを活用した教科等における

インクルーシブな授業開発の視点と方法」「各教科等と通級による指導との関連を図る個別

の指導計画と ICTを活用した授業の指導案」の３つのテーマから構成される。講義の他、

通級による指導(自立活動)の個別の指導計画作成、それを踏まえた各教科等の学習指導案

作成の演習を行い、ICTを活用した通級による指導の授業をデザインする知識・技能を身に

付ける。 

 


